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調 査 の 概 要

１ 調査の目的

社会保障全般及び年金・医療・介護・育児の各制度における公的・私的サービスの利用状

況の実態を把握するとともに、公的制度に対する信頼感や私的制度を利用する理由など、公

私機能分担に関する意識を調査し、今後の厚生労働政策の企画・立案のための基礎資料を得

ることを目的とした。

２ 調査の対象

平成１５年国民生活基礎調査の準備調査により設定された単位区から、無作為に抽出した

３６０単位区内のすべての世帯の１８歳以上の世帯員について行った。

３ 調査の実施日

平成１５年７月１７日（木）

４ 調査の事項

（１）属性（性・出生年月等）

（２）公的サービス・私的サービスの利用状況と公私機能分担に関する意識

・社会保障に係る負担のあり方

・育児

・老後の所得保障

・医療や介護

・社会保障全般

※この「社会保障に関する公私機能分担調査」は、今回が初めての調査であるが、過去

に行った「平成１０年公的・民間サービスの機能基礎調査」と比較可能なものは、こ

れを前回と比較して表章している。

５ 調査の方法

あらかじめ調査員が配布した調査票に、調査対象となった世帯員が自ら記入し、後日調査

員が回収する留置自計方式により実施した。

６ 調査の系統

厚生労働省 都道府県 福祉事務所 調査員 世帯員

市・特別区及び福祉

事務所を設置する町村

７ 回収客体数及び集計客体数

回収客体数 集計客体数

１３，１３７人 １３，０３２人
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調 査 結 果 の 概 要

１ 社会保障の各分野における公私機能の役割について

（１）子育て支援について

①子育て時に利用したサービスの利用状況

小学生以下のお子さんがいる母親に、その子が「０歳時 「１～２歳時 「３歳～小学校入」、 」、

学前時」に利用した子育て支援などのサービスについて聞いた。

子どもが０歳の時の利用状況をみると 「認可保育所（園)」が10.2％と最も多く、次に「地、

域の育児支援サービス」が4.4％となっているが、これを子どもの今の年齢別にみると、１～

２歳が最も多く、年齢が高いほど利用率は低下している。このことは、近年、０歳児保育や

地域の育児支援サービスの利用が増加傾向にあることが窺える （図１）。
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図１　　子どもの現在の年齢階級別にみたその子どもが０歳時の子育て時に利用した
　　　　サービスの利用状況（複数回答）

（％）

注：１）総数には、子どもの年齢不詳を含む。
　　２）集計対象は、小学生以下の子どもがいる母親である。
　　３）２人以上の子どもがいる場合は、２人分を計上している。
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１～２歳時の利用状況をみると こちらも 認可保育所(園) が21.6％と最も多く 次に 地、 「 」 、 「

域の育児支援サービス」が6.4％となっている。これを子どもの今の年齢別にみると、０歳児

と同様に、年齢が高くなると利用する者の割合が低くなる傾向があり、近年、保育所や地域

の育児支援サービスの利用が増加傾向にあることが窺える （図２）。

また、１～２歳の子どもを持つ母親の現在の就業状況別に利用状況をみると、常勤の者やパ

ート・アルバイトの者は「認可保育所(園)」がそれぞれ56.4％、59.1％と高くなっており、

無職の者は「地域の育児支援サービス」が20.8％と高くなっている （図３）。
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図２　　子どもの現在の年齢階級別にみたその子どもが１～２歳時の
　　　　子育て時に利用したサービスの利用状況（複数回答）

（％）

注：１）総数には、子の年齢不詳を含む。

　　２）集計対象は、小学生以下の子どもがいる母親である。

　　３）２人以上の子がいる場合は、２人分を計上している。
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図３　　１～２歳の子どもを持つ母親の現在の就業状況別にみた

　　　　子育て時に利用したサービスの利用状況（複数回答）

注：総数には、就業状況不詳を含む。

（％）
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３歳～小学校入学前時の利用状況をみると 「幼稚園」が49.8％と最も多く 「認可保育所、 、

(園)」が33.5％となっており、この両者をあわせて概ね８割を超えており、逆に「地域の育

児支援サービス」などの他のサービスの利用が少なくなっている （図４）。

また、３歳～小学校入学前の子どもを持つ母親の現在の就業状況別に利用状況をみると、

常勤の者は「認可保育所(園)」が50.8％ 「幼稚園」が26.2％、パート・アルバイトの者では、

「認可保育所(園)」が64.6％ 「幼稚園」が27.8％とそれぞれ「認可保育所(園)」が多くなっ、

ているが、無職の者では「認可保育所(園)」が10.6％ 「幼稚園」が58.5％と「幼稚園」が多、

くなっており、母親の就業と密接な関係があることがわかる （図５）。
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図４　　子どもの現在の年齢階級別にみたその子どもが３歳～小学校入学前時
　　　　の子育て時に利用したサービスの利用状況（複数回答）

注：１）総数には、子の年齢不詳を含む。
　　２）集計対象は、小学生以下の子どもがいる母親である。
　　３）２人以上の子がいる場合は、２人分を計上している。
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図５　　３歳～小学校入学前の子どもを持つ母親の現在の就業状況別にみた
　　　　子育て時に利用したサービスの利用状況（複数回答）

注：総数には、就業状況不詳を含む。
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②育児支援サービスのあり方について

望ましい育児支援サービスのあり方について聞いたところ 「税や社会保険料の負担を考慮、

して、現行の育児支援サービスをより一層充実させていくべき」という意見が最も多く53.4

％となっている。

これを年齢階級別にみると、40歳未満では約60％であるのに対し、70歳以上では43.8％と

となっており、一方で 「現行の育児支援サービスは十分に充実しているので、現行のサービ、

スを維持すべき」や「子育ては個々人が行うものであり、育児支援サービスを社会保障で行

う必要はない」の割合が、それぞれ20.6％、12.3％と他の年齢層に比べて高くなっている。

また、小学生以下の子どもを持つ母親についてみると 「育児支援は社会全体で行うべ、

きであり、育児に関わらない人の税や社会保険料の負担が増えても育児に係る全ての費用

を社会保障により賄っていくべき」の割合が21.3％と平均を大きく上回っており、育児支

援サービスを充実させるべきという意見が多くなっている （図６、表１）。

（単位：％）
　　　表１　　年齢階級別にみた育児支援サービスのあり方

総数

育児支援は社
会全体で行う
べきであり、
育児に関わら
ない人の税や
社会保険料の
負担が増えて
も、育児に係
る全ての費用
を社会保障に
より賄ってい
くべきである

税や社会保
険料の負担
を考慮し
て、現行の
育児支援ｻｰ
ﾋﾞｽをより
一層充実さ
せていくべ
きである

現行の育児
支援ｻｰﾋﾞｽ
は十分に充
実している
ので、現行
のｻｰﾋﾞｽを
維持すべき
である

子育ては
個々人が行
うものであ
り、育児支
援ｻｰﾋﾞｽを
社会保障で
行う必要は
ない

その他 不詳

総数 100.0 15.8 53.4 14.9 9.1 2.3 4.5

29歳以下 100.0 17.0 59.3 11.5 5.9 2.2 4.1

30～39歳 100.0 19.5 59.9 9.9 5.2 2.8 2.6

40～49歳 100.0 16.6 54.8 13.7 9.4 2.1 3.4

50～59歳 100.0 14.9 54.8 13.8 9.8 2.6 4.1

60～69歳 100.0 13.6 50.8 17.8 10.2 2.1 5.5

70歳以上 100.0 14.4 43.8 20.6 12.3 2.2 6.8

（参考）

小学生以下の子ど
もがいる母親

100.0 21.3 63.0 8.3 3.4 1.3 2.7

注：総数には、年齢不詳を含む。
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（２）老後の所得保障について

①年金制度の加入状況

年金制度の加入状況を年齢階級別にみると、40歳代では 「勤務先の企業年金（厚生年金基、

金や適格退職年金など 」と「生命保険会社や郵便局の簡易保険や農協などの個人年金」など）

の私的な年金に加入している割合が、他の年齢層に比べ高くなっている （表２）。

②個人年金に加入している理由

個人年金に加入している者に対して、加入している理由を聞いたところ 「公的年金だけで、

は、生活に不安があるから」が55.4％ 「公的年金制度の将来に不安があるから」が50.7％と、

半数を超えている。また、一番の理由とする者についても、それぞれ39.7%、37.4%となって

おり、両者で約８割に達している。

一方 「勧誘されたから」(12.5%)や「家族や知人などに勧められたから」(11.1%)という積、

極的ではない理由も比較的多くなっている （表３、図７、図８）。

（単位：％） 表２　　年齢階級別にみた年金制度の加入状況（複数回答）

総数 52.5 45.9 9.7 11.0 3.5 24.1 1.2

29歳以下 42.1 33.8 5.2 8.3 1.5 16.8 0.8

30～39歳 58.9 36.5 9.1 14.5 3.0 27.3 0.6
40～49歳 58.9 36.8 12.4 15.0 4.0 33.3 1.0
50～59歳 54.8 46.8 9.7 12.5 4.2 31.8 1.1
60～69歳 56.3 48.9 10.2 11.7 4.3 22.8 1.6
70歳以上 43.6 65.8 10.8 4.6 3.6 12.5 1.9
(再)65歳以上 47.3 63.5 10.5 6.4 3.8 14.6 1.8
注：総数には、年齢不詳を含む。

国民年金基
金・確定拠
出年金（個
人型）

生命保険会
社や郵便局
の簡易保険
や農協など
の個人年金

その他厚生年金 国民年金
共済組合
の年金

勤務先の企
業年金（厚
生年金基金
や適格退職
年金など）

（単位：％） 　表３　　年齢階級別にみた個人年金に加入している理由（複数回答）

公的年金制
度の将来に
不安がある
から

公的年金だ
けでは、生
活に不安が
あるから

公的年金で
基本的な部分
は賄えると思
うがよりよい生
活がしたいか
ら

税金などの
面（個人年
金等控除な
ど）で、有利
だから

利回りなど
貯蓄するより
有利だから

家族や知人
などに勧め
られたから

勧誘された
から

その他

総数 50.7 55.4 11.7 7.0 9.0 11.1 12.5 2.0

29歳以下 56.4 36.9 10.1 4.7 5.7 27.2 9.7 3.7

30～39歳 62.0 51.1 8.5 8.1 7.7 13.7 10.3 1.7

40～49歳 63.8 54.5 8.9 7.4 8.9 10.5 11.7 1.5

50～59歳 46.4 61.2 11.7 8.3 11.0 8.8 14.1 1.8

60～69歳 35.9 63.7 18.1 4.9 9.7 5.0 13.4 1.7

70歳以上 31.9 54.2 14.5 6.8 7.7 8.4 14.8 3.2

(再)65歳以上 32.5 57.5 15.7 4.9 8.3 6.8 13.8 3.0

注：１）総数には、年齢不詳を含む。

　　２）集計対象は、個人年金に加入している者である。
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図７　　個人年金に加入している理由（複数回答）

図８　　個人年金に加入している一番の理由
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③老後の生計を支える手段について

老後の生計を支える手段として最も頼りにするものについて聞いたところ 「国民年金や厚、

生年金など、公的年金」が55.3％で最も多く、次に「自分の就労による収入」23.4％となっ

ている。これを前回と比べると、公的年金を頼りにする者は増えている （図９）。

年齢階級別にみると、60歳以上では70％以上の者が公的年金を頼りにしているのに対し、

30歳未満ではその割合は30.5％となっており 「自分の就労による収入」の方が42.8％と多く、

なっている。また、40歳未満では「貯蓄または退職金の取り崩し」としている者が10％を超

えている （表４）。

図９ 最も頼りにする老後の生計を支える手段

（単位：％） 表４　　年齢階級別にみた老後の生計を支える手段として一番目に頼りにするもの

総数
自分の就
労による収
入

配偶者の
就労による
収入

国民年金
や厚生年
金など、公
的年金

勤務先の
企業年金

貯蓄または
退職金の
取り崩し

子どもなど
親族からの
援助や仕
送り

家賃や銀
行の利子な
どの資産収
入

個人年金 その他 不詳

総数 100.0 23.4 7.9 55.3 1.4 5.7 1.1 0.8 1.3 0.7 2.4

29歳以下 100.0 42.8 9.2 30.5 1.6 10.2 0.5 0.2 1.9 0.8 2.4

30～39歳 100.0 32.9 12.4 35.9 1.9 11.5 0.4 0.4 1.5 0.8 2.2

40～49歳 100.0 27.8 11.4 47.3 1.7 7.6 0.2 0.7 1.6 0.3 1.3

50～59歳 100.0 24.4 8.7 56.9 1.6 3.3 0.6 1.0 1.3 0.4 1.8

60～69歳 100.0 12.9 4.3 73.2 0.8 2.0 1.0 0.9 1.1 0.8 3.1

70歳以上 100.0 6.8 3.1 77.0 0.6 2.0 3.5 1.3 0.8 1.2 3.7

(再)65歳以上 100.0 7.6 3.2 77.0 0.6 2.0 2.7 1.2 0.9 1.1 3.7

注：総数には、年齢不詳を含む。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年

平成１５年

28.2

23.4 7.9

10.2 49.2

55.3

2.4

注：平成１０年調査では「勤務先の企業年金」の選択肢はない。

自分の就労による
収入

配偶者の就労に
よる収入

国民年金や厚生年金な
ど、公的年金

勤務先の企
業年金

貯蓄または退職金
の取り崩し

子どもなど親族からの援助
や仕送り

家賃や銀行の利子などの資
産収入

個人年金

その他

不詳

1.4

5.7

1.1

3.6

1.9

1.2

3.1 0.9

1.8

0.7

1.3

0.8
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また、１番目に頼りにするものと２番目に頼りにするものの組合せをみると 「国民年金や、

厚生年金など、公的年金」と「貯蓄または退職金の取り崩し」を選択した者が21.2％と最も

多くなっており、次に「自分の就労による収入」と「国民年金や厚生年金など、公的年金」

を選択した者が12.1％と多くなっている （表５）。

表５　　老後の生計を支える手段として１番目に頼りにするものと２番目に頼りにするものの組合せ

（単位：％）

総数
自分の就労
による収入

配偶者の就
労による収

入

国民年金や
厚生年金な
ど、公的年

金

勤務先の企
業年金

貯蓄または
退職金の取
り崩し

子どもなど
親族からの
援助や仕送

り

家賃や銀行
の利子など
の資産収入

個人年金 その他 不詳

総数 100.0 23.4 7.9 55.3 1.4 5.7 1.1 0.8 1.3 0.7 2.4

自分の就労による収入 12.4 - 1.1 9.6 0.3 1.0 0.1 0.1 0.2 0.0 -

配偶者の就労による収入 6.3 2.3 - 3.3 0.0 0.5 0.0 0.0 0.1 0.0 -

国民年金や厚生年金など、
公的年金 20.9 12.1 4.0 - 0.4 2.9 0.6 0.4 0.5 0.1 -

勤務先の企業年金 4.2 0.7 0.1 3.1 - 0.2 - 0.0 0.0 - -

貯蓄または退職金の取り崩
し 28.0 4.3 1.6 21.2 0.5 - 0.1 0.1 0.3 0.0 -

子どもなど親族からの援助
や仕送り 6.4 0.6 0.3 5.2 0.0 0.2 - 0.0 0.1 0.0 -

家賃や銀行の利子などの資
産収入 1.4 0.3 0.1 1.0 0.0 0.1 - - 0.0 0.0 -

個人年金 7.0 1.3 0.4 4.6 0.1 0.6 0.0 0.1 - - -

その他 3.6 0.8 0.2 2.2 0.0 0.2 0.1 0.0 0.1 - -

不詳 9.8 1.0 0.2 5.3 0.1 0.1 0.2 0.0 0.1 0.5 2.4

１番目に頼りにするもの

２
番
目
に
頼
り
に
す
る
も
の
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④今後の望ましい老後の生活設計について

今後の望ましい老後の生活設計について聞いたところ 「公的年金を基本としつつも、その、

水準は一定程度抑制し、これに企業年金や個人年金、貯蓄などを組み合わせて老後に備える

べき」と答えた者が55.0％と最も多くなっている （図10、表６）。

（単位：％） 　　表６　　年齢階級別にみた今後の望ましい老後の生活設計

総数

公的年金に要する
税や社会保険料の
負担が増加して
も、老後の生活は
公的年金のみで充
足できるだけの水
準を確保すべき

公的年金を基本と
しつつも、その水
準は一定程度抑制
し、これに企業年
金や個人年金、貯
蓄などを組み合わ
せて老後に備える
べき

企業年金や個
人年金、貯蓄
などで老後に
備えることを
基本とするべ
き

その他 不詳

総数 100.0 31.4 55.0 6.3 3.4 3.9
29歳以下 100.0 22.1 60.8 9.5 3.4 4.2
30～39歳 100.0 24.2 61.7 7.0 4.5 2.5
40～49歳 100.0 27.1 61.1 5.3 3.8 2.7
50～59歳 100.0 33.2 55.2 5.4 3.2 3.0
60～69歳 100.0 38.9 49.1 5.1 2.6 4.3
70歳以上 100.0 38.5 46.0 6.2 3.3 6.1
(再)65歳以上 100.0 39.0 47.0 5.5 3.0 5.5
注：総数には、年齢不詳を含む。

図10　今後の望ましい老後の生活設計

公的年金に要する税や社会保

険料の負担が増加しても、老

後の生活は公的年金のみで充

足できるだけの水準を確保す
べき

公的年金を基本としつつも、
その水準は一定程度抑制し、

これに企業年金や個人年金、

貯蓄などを組み合わせて老後

に備えるべき

企業年金や個人年金、貯蓄

などで老後に備えることを

基本とするべき

その他 不詳

31.4

55.0

6.3

（％）

3.4 3.9
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（３）医療や介護のサービスについて

①民間の医療保険や介護保険への加入状況

民間の医療保険や介護保険への加入状況について聞いたところ、61.6％の者が加入してい

た。年齢階級別にみると、30歳代から50歳代では70％を超えている （図11、表７）。

（単位：％）

総数
加入して
いる

加入して
いない

不詳

総数 100.0 61.6 36.3 2.1

29歳以下 100.0 53.6 43.9 2.5

30～ 39歳 100.0 73.0 25.4 1.6

40～ 49歳 100.0 76.8 22.2 1.0

50～ 59歳 100.0 73.0 25.3 1.7

60～ 69歳 100.0 59.5 38.5 2.0

70歳以上 100.0 36.1 60.3 3.5

注：総数には、年齢不詳を含む。

表７　　年齢階級別にみた民間の医療保険や介護
　　　　保険への加入状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年

平成１５年

加入している 加入していない 不詳

57.9 40.3 1.8

61.6 36.3 2.1

図11　　民間の医療保険や介護保険への加入状況
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②民間の医療保険や介護保険に加入する理由など

民間の医療保険や介護保険に加入する理由を聞いたところ 「公的医療保険や公的介護保険、

の自己負担分を補うため」が58.0％と最も多く、次に「治りにくい病気にかかり治療が長期

化することに備えて」44.4％ 「入院や介護が必要になることなどに伴って仕事ができなくな、

るかもしれないから」39.9％が続く （図12）。

また、今後の医療保険の対象とする範囲について聞いたところ 「現在のまま、傷病の治療、

のために病院や診療所などを利用した場合を公的医療保険の対象とする」が65.6％と多くな

っている。

注：集計対象は、民間の医療保険等へ加入している者である。

44.4
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図12　　民間の医療保険や介護保険への加入理由（複数回答）（％）
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③介護や生活支援に関するサービスの利用状況など

65歳以上の者に対して、介護や生活支援に関するサービスの利用状況を聞いたところ、

21.8％の者が何らかのサービスを利用していた。

サービスの内容は 「ホームヘルプやデイサービスなどの公的介護保険サービス」が11.3％、

で最も多く、次に「高齢者の親睦・交流の場の提供サービス」が7.3％ 「趣味、レクレーシ、

ョン活動、学習活動への支援サービス」が4.7％となっている。

これを80歳以上の者に限ってみると、65歳以上の者に比べ、全てのサービスで利用してい

る割合が高くなっており、中でも「ホームヘルプやデイサービスなどの公的介護保険サービ

ス」は27％と65歳以上の者に比べより多くの者が利用していた （図13）。

また、今後の公的介護保険の対象範囲について聞いたところ 「現在の上限額、現在の自己、

負担の割合でよい」が47.9％と最も多くなっている。

11.3

7.3

2.9

1.7

4.7

1.2

27.0

9.9

4.5

3.0

4.9

3.6

0 5 10 15 20 25 30

６５歳以上

８０歳以上

図13　　介護や生活支援に関するサービスの利用状況（複数回答）

ホームヘルプやデイサービスなどの
公的介護保険サービス

高齢者の親睦・交流の場の提供
サービス

配食サービス

外出の手伝い、移送サービス

趣味、レクレーション活動、学習活
動への支援サービス

その他のサービス

（％）

注：集計対象は、65歳以上の者である。
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２ 社会保障サービスの利用状況と給付と負担のあり方について

（１）重要と考える公的社会保障サービスについて

本人又は家族が、公的社会保障サービスを利用したことのある者に、公的社会保障サービス

のうちどの分野が一番重要かを聞いてみた。

「厚生年金や国民年金などの公的年金」を受給している者は「老後の所得保障（年金 」を）

最も重要と考えている割合が69.3％と他のサービスを利用している者に比べ最も高くなってい

るほか 「介護保険」を利用している者 「認可保育所（園）などの保育施設」を利用している、 、

者 「生活保護」を受けている者 「失業保険」を受けている者などは、それぞれ「老人医療や、 、

介護 「育児支援（保育、乳児医療、総合的は少子化対策など 「生活保護 「雇用の確保」、 ）」、 」、

や失業対策」を最も重要と考えている割合が他のサービスを利用している者に比べそれぞれ最

も高くなっている。

しかしながら、いずれのグループでも老後の所得保障（年金）が最も多くなっている。

（表８）

表８　　利用した公的社会保障サービスの状況別にみた重要と考える公的社会保障サービス

（単位：％） 重要と考える公的社会保障サービス

老後の所得
保障（年
金）

老人医療や
介護

育児支援
（保育、乳
児医療、総
合的な少子
化対策な
ど）

医療保険
健康の保
持・促進な
ど

障害者福祉生活保護
雇用の確保
や失業対策

その他

厚生年金や国民年金
などの公的年金 100.0 (45.9) 69.3 9.1 3.3 7.5 2.3 0.8 0.8 6.3 0.2

医療保険 100.0 (43.3) 55.5 9.1 6.8 15.4 2.7 1.1 0.7 8.1 0.1

介護保険 100.0 ( 8.9) 62.7 14.6 3.6 7.1 2.2 1.6 0.9 6.6 0.1

認可保育所（園）な
どの保育施設 100.0 (12.1) 46.2 8.0 15.7 15.0 2.7 0.7 0.6 10.8 0.1

障害者福祉 100.0 ( 5.3) 59.6 10.6 3.5 8.0 2.3 6.0 1.2 8.0 0.1

生活保護 100.0 ( 1.3) 36.8 8.2 4.1 7.6 2.3 4.1 24.0 11.1 1.2

失業保険 100.0 (23.8) 57.2 6.5 7.1 11.3 2.4 0.7 0.8 13.3 0.2

労働災害保険 100.0 ( 3.5) 54.3 6.1 8.3 14.7 3.1 1.3 0.7 11.2 0.0

その他 100.0 ( 0.5) 32.9 5.7 8.6 21.4 7.1 1.4 5.7 10.0 5.7

注：１）総数には、重要と考える公的社会保障サービス不詳を含む。

　　 ２）（　　）は、全客体数に占める、「利用した公的社会保障サービス」の割合である。

総数

利
用
し
た
公
的
社
会
保
障
サ
ー

ビ
ス
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社会保障サービスのうち最も重要と考える分野について聞いたところ 老後の所得保障 年、「 （

金 」が57.0％と最も多く、以下「医療保険」10.4％ 「雇用の確保や失業対策」8.8％ 「老人） 、 、

医療や介護」8.5％となっている。

これを年齢階級別にみると 「老後の所得保障（年金 」は年齢層が高いほど重要と考える比、 ）

率が高く、60歳以上では75％に達しているのに対し 「医療保険 「雇用の確保や失業対策 、、 」、 」

「育児支援」といった分野については、40歳未満でいずれも10～20％の者が最も重要としてい

る （表９）。

また、最も重要と考える分野と次に重要と考える分野の組み合わせでみてみると 「老後の、

所得保障（年金 」と「老人医療や介護」とした者が32.0％と最も多く、以下 「老後の所得保） 、

（ ）」 「 」 、「 （ ）」 「 」障 年金 と 医療保険 が12.8％ 老後の所得保障 年金 と 雇用の確保や失業対策

が3.7%となっている （表10）。

（単位：％） 表９　　年齢階級別にみた最も重要と考える公的社会保障サービスの状況

総数
老後の所
得保障
（年金）

老人医療
や介護

育児支援
（保育、
乳児医
療、総合
的な少子
化対策な
ど）

医療保険
健康の保
持・促進
など

障害者福
祉

生活保護
雇用の確
保や失業
対策

その他 不詳

総数 100.0 57.0 8.5 6.2 10.4 2.6 0.9 1.2 8.8 0.3 4.0

29歳以下 100.0 33.8 6.1 14.3 16.9 3.0 1.9 2.1 16.1 0.3 5.5

30～39歳 100.0 38.4 6.8 16.6 15.4 2.4 1.6 1.1 12.6 0.5 4.7

40～49歳 100.0 45.6 9.0 5.6 16.4 3.4 0.8 0.6 13.8 0.2 4.6

50～59歳 100.0 61.9 7.6 2.3 9.4 3.4 0.8 0.9 9.5 0.1 4.1

60～69歳 100.0 75.6 7.5 1.7 4.7 2.0 0.5 1.5 2.7 0.3 3.5

70歳以上 100.0 76.0 13.2 0.8 3.1 1.6 0.4 1.0 1.2 0.3 2.5

(再)65歳以上 100.0 76.2 11.8 1.0 3.2 1.9 0.4 1.2 1.5 0.3 2.4

注：総数には、年齢不詳を含む。

表10　　公的社会保障サービスで１番目に重要な分野と２番目に重要な分野の組み合わせ

（単位：％） １番目に重要な分野

総数
老後の所得
保障（年
金）

老人医療や
介護

育児支援
（保育、乳
児医療、総
合的な少子
化対策な
ど）

医療保険
健康の維
持・促進な
ど

障害者福祉 生活保護
雇用の確保
や失業対策

その他 不詳

総数 100.0 57.0 8.5 6.2 10.4 2.6 0.9 1.2 8.8 0.3 4.0

老後の所得保障（年金） 12.5 - 2.9 1.4 3.6 0.8 0.2 0.2 3.3 0.0 -

老人医療や介護 36.8 32.0 - 1.0 2.0 0.4 0.2 0.2 0.9 0.0 -

育児支援（保育、乳児医療、
総合的な少子化対策など）

8.8 4.2 1.3 - 1.5 0.3 0.1 0.1 1.3 0.0 -

医療保険 20.0 12.8 2.5 2.0 - 0.5 0.2 0.2 1.7 0.0 -

健康の維持・促進など 5.1 2.4 0.7 0.4 0.7 - 0.0 0.1 0.9 - -

障害者福祉 2.5 0.9 0.5 0.3 0.4 0.1 - 0.1 0.3 - -

生活保護 1.4 0.5 0.1 0.1 0.3 0.1 0.1 - 0.3 - -

雇用の確保や失業対策 7.6 3.7 0.5 1.0 1.7 0.4 0.1 0.2 - 0.0 -

その他 0.1 - - 0.0 0.0 - - 0.0 0.0 - -

不詳 5.3 0.6 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 4.0

２
番
目
に
重
要
な
分
野
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（２） 社会保障の給付と負担のあり方について

今後の社会保障に係る税や社会保障の負担のあり方について聞いたところ 77.8％の者が 社、 「

会保障の水準をある程度適正化し、負担があまり増えないように工夫してほしい」と答えてお

り 「社会保障の水準を維持するため、負担が高くなるのはやむを得ない」や「これ以上負担、

が増えるのは困るから、社会保障の水準が下がってもやむを得ない」と答えたのは、ともに

7.5％と少数にとどまった。

これを、年齢階級別にみても、例えば、65歳以上の者であっても 「負担が高くなるのはや、

むを得ない」が8.8％に増えている一方で 「社会保障の水準が下がってもやむを得ない」と答、

える者も8.8％に増えており、どの世代においても、給付のみ、負担のみというとらえ方をす

るのではなく、給付の適正化と過重な負担の抑制を求めていることが確認できた （表11）。

（単位：％）
表11　　年齢階級別にみた社会保障の給付と負担のあり方

総数

社会保障の
水準を維持
するため、
負担が高く
なるのはや
むを得ない

社会保障の
水準をある
程度適正化
し、負担が
あまり増え
ないように
工夫してほ
しい

これ以上負
担が増える
のは困るか
ら、社会保
障の水準が
下がっても
やむを得な
い

その他 不詳

総数 100.0 7.5 77.8 7.5 3.3 3.9

29歳以下 100.0 6.6 78.1 7.8 3.2 4.3

30～39歳 100.0 6.0 79.5 6.9 4.5 3.1

40～49歳 100.0 6.1 78.9 7.2 4.2 3.6

50～59歳 100.0 8.1 79.4 6.1 3.4 3.0

60～69歳 100.0 8.2 77.0 7.0 3.2 4.5

70歳以上 100.0 9.3 74.4 9.7 1.7 4.9

(再)65歳以上 100.0 8.8 75.7 8.8 1.8 4.9

注：総数には、年齢不詳を含む。


